資料３

（イ）医療的ケアが必要な重症心身障がい児(者)福祉サービス利用状況調査に基づく課題の抽出及び解決策の検討シート
· 訪問系事業（居宅・重度訪問介護）
●制度・運営上の課題
1 報酬体系について
・重度訪問介護の報酬は居宅介護と比べ低くなっているが、報酬体系はどうあるべきか。
・医療的ケアを提供した場合の報酬はどうあるべきか。
	各委員意見

	（荒木委員）　重度訪問介護については、見守り等の時間も想定され単位時間が長設
定されたものではないか。もし、介護内容が国が想定しているものと異
なるならば、その実態を国にあげて改定を求めることが必要ではないか。
国が示した居宅介護で対応できる医療的ケアにおいて、その対応に十分な技術や経験を要するものと、そうでないものに分類できるであれば、前者については加算額を設定するなどして、技術性・専門性を考慮した報酬体系にすることも検討すべきではないか。
（上田委員）　使いやすく、利用しやすく、提供しやすくする為にも報酬を上げる。

重度訪問と身体介護との組み合わせを可能にし、入浴など必要に応じて見守り単価と身体介護単価を重度訪問介護の中に組み入れる。

医療的ケアを提供した場合の特別単価を新設する。

事業者が安全に、安定して医療的ケアを提供するためには一般研修、利用者毎の研修費用、医療機関との書類の取りかわし（DRの指示書・NSサマリー）等の事務的費用、責任と保険など、これらのコストがかかるので報酬はあげるべきです。

医療と介護の根本的な論点を整理した上で報酬を考える。

（上野委員）　重度訪問介護も、居宅介護もサービス内容は同じのだから、報酬体系も一本化すべき。

重度加算のような加算又は別立ての報酬。

（佐々木委員）　障がい福祉サービスについては、平成21年4月に報酬改定が行なわれたところです。
「平成20年障害福祉サービス等経営実態調査」の結果も踏まえて基本報酬の増額を含む単価の見直しがされました。

重度訪問介護については、サービス提供時間に即した給付とするた
めに利用時間の区分の細分化を行なうとして、利用時間の区分を３０分単位に変更。また、移動介護加算に２人派遣の場合が追加されました。

重度訪問介護は「同一箇所に長時間滞在し、サービス提供を行なう業務形態」であり、居宅介護とは提供するサービスの形態が異なります。

業務形態が違うので、報酬単価が居宅介護と比べて低いかどうかについては総合的な評価が必要だと思います。
しかしながら、厚生労働省が実施した「平成２１年度障害福祉サービス等従事者処遇状況等調査結果」によりますと、重度訪問介護に携わる従事者の平均給与額が低いことが見て取れます。

平成２１年において、新体系の２０サービスのうち共同援助単独型、訪問系サービスの次に低い平均給与額となっています。（常勤職員の平均給与額を実労働時間で除した時間単価を比較）

このような状況から、事業所においては重度訪問介護の従事者が確保できないと聞きます。従事者確保の観点から、給与を含む処遇状況改善のために報酬単価の増額が必要と考えます。

「医療的ケアを提供した場合の報酬はどうあるべきか」については、重度訪問介護サービス費の中に「重度障害者等の場合」１５％の報酬加算があり、Ⅰ型・Ⅱ型以外にも加算対象者の範囲を拡大して、医療的ケアを必要とする対象像も含むことが考えられます。

（中尾委員）　 現在、施設や在宅での診療報酬体系は包括払いになっているが、適切な医療処置を患者に提供するためには、出来高払いで算定可能にするべき。

（福本委員）　 現在、重度訪問介護については、1日あたりの活動時間が長いほど、単価が低くなる設定であり、障がい者の外出等、社会参加の個別支援の向上には不適切な設定と考える。

そして、そのことで事業者の参入が少なく、サービス内容についてはニーズを満たせるものが多くあるにもかかわらず、利用につながっていない。

また、支給決定要件がいわゆる重度の障がい者となっているにもかかわらず、居宅介護の身体介護を伴う場合より低い（時間が長くなると、半分程度となる）のはおかしいのではと考える。

もちろん、サービス内容が身体介護に特化していない分を差し引いても、もう少し居宅介護との差をなくすべきである。

医療的ケアを提供すれば、（医療的ケアが必要な方への支給）当然、加算が必要である。ただし、介護職への一部医療的ケアを解禁するのかの議論が必要であり、報酬が向上すれば重度訪問介護への看護職の参入も期待できるのではないかと考える。

（前村委員）　居宅介護は、重度訪問介護と比べて、短時間内に身体介護等を行うこと、利用者の居宅までの移動時間は報酬に含まれず、ヘルパーの総労働時間に対する移動時間の割合が大きいこと、また、事業者の管理コストの多寡を考慮すると、その報酬の時間単価には相当な差異が必要と考える。

医療的ケアの技術習得に対する、ヘルパーのモチベーションを高めていく上で、加算を付す等の配慮が必要と考える。

（三田委員）　支援のうち、身体介護（食事、入浴、排泄等）にかかるものについて
は身体介護の報酬単価にするべきではないか。

医療的ケアに対する新たな報酬単価を設定する。




（イ）医療的ケアが必要な重症心身障がい児(者)福祉サービス利用状況調査に基づく課題の抽出及び解決策の検討シート
· 訪問系事業（居宅・重度訪問介護）
●制度・運営上の課題
1 訪問看護事業所との連携について
・介護は居宅介護、看護は訪問看護が分担するサービス提供体制を構築するにはどうあるべきか。
	各委員意見

	（荒木委員）　事業所間の連携が必要になるが、サービス全体の調整するのが相談支援事業者であれば、そこに情報を一元化できるようにすることが必要ではないか。

（上田委員）　本人にあわせた医療的ケアについて共通認識をもつ為に、双方が定的に連絡会議（報酬あり）を設ける。　

医療的ケアについては利用者の２４時間を訪問看護が主体的に関わり見守り部分を居宅へ依頼する。

在宅医療システムとして地域ごとに、新たに中心となる部分を設けて医療的ケアを分担して提供する。

医療行為と介護のありかたに関する根本的な論点を整理する。

他の県域では、医療費助成制度に訪問看護サービスが含まれていますが、大阪は含まれていないので、全国的に統一する。

訪問看護サービスの利用時間、利用回数、費用負担などの制限をなくす必要がある。　　

（上野委員）　訪問看護が必要な障害児者に居宅介護を提供した場合の報酬を引き上げる、そのことで対策等の立場で利用者支援に従事できるのではないか。

まずはネットワークを構築し、ケース検討等を行うことから。

（佐々木委員）介護や看護等の複数のサービスを必要とする場合は、市町村・相談支援事業所・居宅支援事業所・訪問看護事業所等の相談支援・サービス提供事業所等がケア会議を開催し、ケアマネジメントのプロセスに経ながら個別支援計画を作成し、サービス提供体制を構築することが有効であると思います。
（中尾委員）　日常生活圏域に設置されている地域包括支援センターが、地域包括ケ
アを提供可能なネットワークの構築に努めている。しかし、地域包括支
援センターは、介護予防業務に忙殺され、生活圏域にあるサービスを把
握できていない。単に、高齢者向けのサービスだけではなく、地域包括
支援センターは障がい児（者）を対象としている事業所の把握も積極的
に行うべきである。

NICUを退院し在宅で療養される障がい児に対して看護サービスを組み
込んだケアマネージメントの普及が必要。

（福本委員）　訪問看護を障がい福祉サービスへの位置づけを確立するのか、府下であれば、福祉医療の中に組み込むべきではないかと考える。

現状は、府の要綱に基づいた訪問看護利用料助成となっており、未実施の市町村もあるかもしれない。

柔道整復やマッサージについても福祉医療の範疇であるが、医師の指示に基づいて、国家資格を持つ看護師が行う看護が福祉医療の範疇から　外れていることが疑問。

障害福祉サービスか福祉医療かに組込み、費用負担を軽減することが重要ではなか。その上で、個別支援計画の作成とその効果検証を行うサービス提供のキーパーソンが必要。

介護保険のケアマネジャーのように確立された制度にする（ブローカーモデルにならない工夫の上で）　　　　　　　　　　　　　　　

サービス提供を行う法人に属さない独立型の個別計画作成事業者または個人での活動ができる個別計画作成の報酬とすることも必要。（基本は本人、家族によるセルフケアマネージメントと考えるが）

（前村委員）　ヘルパーによる医療的ケアの提供が可能となると、必然的に、ヘルパ
ーによるケアと看護師によるケアとに役割分担され、双方のケアを複合的に利用するケースを想定すると、居宅介護と訪問看護の事業所の垣根をなくし、一元的に提供できる体制が必要になるのでは？

（三田委員）　事業所が一体的に提供できるような条件整備を行う。（事業実施のため
の要件等）




（イ）医療的ケアが必要な重症心身障がい児(者)福祉サービス利用状況調査に基づく課題の抽出及び解決策の検討シート
· 訪問系事業（居宅・重度訪問介護）
●その他の課題
　 ①事業所間の情報交換体制について
　　　・体制は市町村自立支援協議会に設けるべきか。
	各委員意見

	（荒木委員）　仕組み作りは自立支援協議会が行うのが良いのではないか。具体の情報交換をどのような場で行うかは、それぞれの市町村の現状で検討すればよい。

（上田委員）　本人が複数の事業所を利用している場合は　その事業所間でケース会議をもち情報を交換する。

医療的ケアに関することや地域性を活かした取り組みを事業所間でレベルアップする情報交換は、医療的ケア部会として市町村自立支援協議会に設ける。

事業全体に関するテーマ毎に分け情報交換をし、事業所間の活性化を図るには市町村自立支援協議会がよい。

（上野委員）　自立支援協会が担うことが良い

（佐々木委員）　すでにいくつかの市町村では、地域自立支援協議会の中に医療的ケアが必要な方への支援方策を検討する部会等をつくり、ケアマネジメントの方法により、市町村・事業所が一体となって支援計画を作成し、サービス提供を行なっています。
今後、福祉行政全般に市町村の役割が増して行くことが想定される中では、事業所間の情報交換体制について、地域自立支援協議会に情報交換体制を設けるのが効果的と考えますが、先行的に実践されている市町村から課題を学ぶことができると考えます。

（中尾委員）　自立支援協議会でなく、地域包括ケアを担う地域包括支援センターに
設けるべきと考える。

（福本委員）　自立支援協議会でも可能と考えるが、協議会の規模による。

　　　　　　　利用者個人の情報共有は、利用者の同意をもとに、個別のケース会議等により行うべき。

障害福祉全般や、一般的な問題点など情報交換は事業者間や、介護従事者間において研修等を通じて行うべきではないか。

（前村委員）　枚方市では、「障害福祉サービス事業者連絡会」が主体となって、医療的ケアの必要なケースの事例研究等を行っている。また、自立支援協議会では、重心のみをテーマとした部会は設けていないが、相談支援部会などの専門部会において、適宜、議論・意見交換等を行っている。

特定のテーマに限ることなく、必要に応じて情報交換等できる体制が
あればよいのでは？ 

（三田委員）　情報交換を含めてケアマネージメント及びコーディネイトを行う役割
を担う機関が必要。その機関として自立支援協議会を含めて、一定のエリアにおいて、公的な役割として実施できるものにする。




（イ）医療的ケアが必要な重症心身障がい児(者)福祉サービス利用状況調査に基づく課題の抽出及び解決策の検討シート
· 訪問系事業（居宅・重度訪問介護）
●その他の課題
　 ③保護者の方が求める水準どおりにサービスが提供できないことについて
　　　・事業者が利用者の苦情等の相談ができる機関は必要か。
	各委員意見

	（荒木委員）　事業者の支援内容と利用者のニーズが一致しない状況が原因・背景であれば、相談支援事業者等がその役割を持つのが良いのではないか。

また公平性や中立性を担保するのであれば、市町村の障がい担当課等が窓口になるべきではないか。

（上田委員）　お互いの信頼関係を構築する為に事業者側のレベルの問題なのか、保護者側の要求が高すぎるのか、相互の理解・コミュニケーション不足なのかを、双方で話し合う機会が必要です。

医療的ケアの苦情等を相談する医療機関が必要です。

（上野委員）　公的機関が担うべき。
　　　　　　　苦情を他へ持って行って処理を行うより第三者を立てて現場に近い場所で話し合う方が良い。
（佐々木委員）　医療的ケアが必要な重症心身障がい児(者)に対する地域での基盤整備ができておらず、福祉サービス事業所が少ないがゆえに選択肢がなく、頑張ってサービスを提供している事業所に、かえって苦情が寄せられることはあると思います。

利用者と事業所のサービス利用契約は、民間の契約なので、法的な機関や弁護士、運営適正化委員会、援護の実施機関である市町村等も相談できる機関として考えることはできると思いますが、基盤整備ができておらずサービス提供体制が不充分なことが本質的な原因であれば、なかなか解決はむずかしいと思います。

関係する機関のケア会議の中で苦情等の解決方策を検討するのもひとつの方法であると思います。（課題の共有化）

（中尾委員）　苦情対応に対する第三者評価委員会の設置は、事業者に課されている

義務である。事業者が、自己責任で苦情に対応すべきである。
（福本委員）　サービスを提供するうえで技術的な不安や壁に対して、研修体制は必要。（誰が主催するのかは差置いて）

　　　　　　また、苦情の内容にもよるが、サービスや制度を曲解してのものも多いようであり、何らかの相談窓口は必要。

（前村委員）　医療的ケアに限らず、個々の利用者が求めるサービス水準には大きな格差があり、当然、その要求水準に達しない事業者もいる。結果的には、需要と供給のバランスの中で落とし所を見つける以外にないと思料する。

事業者の苦情相談を受ける機関があれば、事業者にとっては便利であろうが、例えば業界団体のようなところが、そのような機能を担うことができるのか？

（三田委員）　現在ある運営適正化委員会をベースに、福祉圏域単位で設けてはどうか。



（イ）医療的ケアが必要な重症心身障がい児(者)福祉サービス利用状況調査に基づく課題の抽出及び解決策の検討シート
· 日中活動系事業（生活介護、療養介護、重心通園、児童デイ）
●制度・事業運営上の課題について
　　①職員体制のあり方について
・職員の配置基準はどうあるべきか。
　　　・看護師の配置は必要であるか。
	各委員意見

	（荒木委員）　特に医療的ケアが必要な重心児・者を受け入れるならば看護師の配置は必須であろう。基本的には単価にその人件費が反映されたものにするか、配置した事業者については一定の加算をすることも必要ではないか。

（上田委員）　医療的ケアのある重症心身障害児者１．５：１人の職員配置が必要です。

医療的ケアがある場合、看護師は２人配置、そのうち１人は常勤配置が必要です。

（上野委員）　常備換算方式による配置でなく、常備配置を基本とすべき

看護師の配置は是非必要で、常備配置できるだけの報酬体制とすべきである。

（佐々木委員）　医療的ケアが必要な重症心身障がい児(者)の支援については、手厚い人員配置が必要です。
生活介護は、指定基準以上に人員を配置した場合には、人員配置体
制加算があるものの複数の重症心身障がい児(者)を受け入れるには
1.7：１以上の配置が必要となります。

加算については、1.7：１以上の加算をさらに設けるか、重症心身障
がい児(者)に対応した加算を設けるかが必要であると思います。

看護師の配置については、必須というよりも事業所の必要に応じて
雇用することができるように看護師配置加算を新たに設けるべきと考えます。

（中尾委員）　生活支援だけでなく、医療的ケアも必要な障がい児（者）が利用されるので、看護ケアを提供する看護師は必置で看護師に指示を出す医師の関与できる体制が望まれる。

（福本委員）　職員体制については、基準策定の根拠が一般にはわからない。

　　　　　　　事業を展開するには、投資の回収と職員の生活（理事者を含めた）を守ることの２点を達成できる収入見込みが必要である。

　　　　　　　それが、現状の配置基準で見込めないのであれば、当然、ぎりぎりの配置からの激務により離職や転職となり、最後に利用者である障がい者への不利益となる。

　　　　　　　配置基準と報酬を両輪と考え、経営上と利用者の自立支援への効果を明確にした根拠を示されたい。

　　　　　　　医療的ケアの有無に関わらず、活動中の怪我や体調不良などの対応のため、看護師や保健師の配置は必要。

　　　　　　　看護師が報酬も含めやりがいをもてる仕事であれば、必然的に配置が可能となろう。

（三田委員）　生活介護事業においては、看護師及びＰＴ・ＯＴの配置が必要とされているが、多くは非常勤・嘱託配置であるため、実質的に常駐できるような報酬体系が必要ではないか。

（医療的ケアが必要な方に対する加算等）




（イ）医療的ケアが必要な重症心身障がい児(者)福祉サービス利用状況調査に基づく課題の抽出及び解決策の検討シート
· 日中活動系事業（生活介護、療養介護、重心通園、児童デイ）
●制度・事業運営上の課題について
　　　②職員の研修体制のあり方について
　　　・指導員への研修体制のあり方はどうあるべきか
	各委員意見

	（荒木委員）　研修については都道府県レベルで企画・実施することが効率的ではないか。また、指導員が研修に参加する際に、参加が容易になるよう、もし指導員が研修参加のために不在になっても、他職種の職員が代替で入っても減算にしないなどの配慮も必要ではないか。

（上田委員）　重症心身障害児者への対応は公的に研修を義務づけする。

重症心身障害児者の各主治医から担当ナースに医療的ケアの指示書が出てその担当ナースから本人と家族の事をよく理解している信頼関係のある介護人へ研修を行うような内部研修を制度化する。
　　　　　　　事業所の内部研修だけではなく、同様の事業を実施している近隣の他
事業所の現状を知ること、サービス内容の向上を目的として、社会の動き、基本的なケア技術、倫理について知ることを目的とした合同研修、ワークショップ形式の勉強会、職場訪問などを実施する。　　　　　

医療的ケアの基礎的な学習は、自治体毎の外部研修として制度化する。
（上野委員）　地方自治体の実態に合わせて、より実践に近いテーマや課題に沿って
研修を開催すべき。そのことで、より地域に密着した、地域に必要なサービスが提供できる体制となる。
（佐々木委員）　医療的ケアが必要な重症心身障がい児(者)は、一人ひとり状態像も違うため、実践的に職員の技術・知識を高めるためには、専門家を介助の現場に派遣して行なうＯＪＴによる研修が効果的であると思います。
（中尾委員）　指導員が所有されている基本資格により研修内容は異なる。医学的知識を有した福祉系の指導員をさらに養成することにより全ての障がい児（者）に適切な医療的ケアを提供することが可能になる。そのためには、養成カリキュラムにある「医学一般」という教科の履修だけでは不十分であり、実技研修も取り入れた研修体制が必要。
（福本委員）　サービスを向上させるための研修は事業者が行うべきであり、レベルアップは安定した事業所運営をもたらすものである。

　　　　　　　しかしながら、配置基準の問題とリンクすると考えるが、その余裕もない配置基準と報酬体系であるのなら、それを改善するほかないのではないか。

（前村委員）　日中活動系事業を運営する事業所の連絡会議を、例えば、圏域ごとに創設するなどして、スキルアップを含めた自主研修制度に取り組む。

活動中における体調変化にも適切に対応可能な危機管理研修は重要であり、地域の救急隊との連携を含めた訓練も必要。

（三田委員）　職員への医療的ケアに関する研修会等を大阪府単位で断続的に実施するとともに、医療的ケアが必要な方に対する地域の拠点となる医療機関等から医師或いは看護師等の指導を継続的に受けられる仕組みが必要。




（イ）医療的ケアが必要な重症心身障がい児(者)福祉サービス利用状況調査に基づく課題の抽出及び解決策の検討シート
· 日中活動系事業（生活介護、療養介護、重心通園、児童デイ）
●制度・事業運営上の課題について
　　③施設・設備基準のあり方について
　　　・現行の施設最低基準で対応できるか。
　　　・設備はどのようなものが必要であるか。
	各委員意見

	（荒木委員）　基本的には医療的ケアが行える施設・設備であることが最低基準とすべきではないか。また、全ての事業所において医療的ケアを行なえる施設・設備基準を設けることが困難であるならば、医療的ケアが行える施設・設備を有する事業所には加算をするなどのインセンティブを設けることも検討すべきではないか。

（上田委員）　重症心身障害児者の為の施設・整備基準を新たに設ける。

地域ごとに拠点となる医療機関を指定し、重症心身障害児者専門の施
　　　設を併設しその医療機関から地域へ医療に関するものを提供するシステムを新設する。

今後も重症化した方が増えていく点を考慮すると、特化した施設・整備
が必要です。（体温調節が難しい方の為に必要な設備～冷房・床暖房、加湿器、空調整備吸引機・吸入器・サーキュレーター・酸素の電源や配管整備、べッド・座位保持椅子・リフト・広い特殊トイレ・入浴設備・滅菌洗浄器具・薬剤、栄養剤等管理室・感染予防室・リネン室・・・）
生活介護で医療的ケアが必要な重症心身障がい児者へのサービスを実
施する場合には、別途の施設基準を設ける。
（上野委員）　現行の基準では多様な障害に対応できない。又、高齢になった障害者
の対応も大きな課題。

療養介護には24時間365日対応の診療所の併設、生活介護などには十分な広さと設備が整った医務室、吸引器、吸入器、酸素、など必要です。

（佐々木委員）　特に便所、横になることができる場所、（風呂）等は、利用者の障がい特性に応じた余裕のある広さが必要と思います。
重症心身障がい児(者)を受け入れるためには、改造を必要とする場合が多く、改造のための補助制度があれば、設備面での受け入れはしやすくなると思います。

（中尾委員）　医療安全が最低限保障される施設基準と設備が求められる。特に、吸引などの医療行為が円滑に実施可能な設備が是非とも必要。医療機関のような厳しい基準は必要ないのではないか。
　

（福本委員）　設備等の基準についても、人員配置と同様に基準策定の根拠が一般に理解されていない。

基準の達成が困難や、設備投資の回収が厳しいものならば、設備投資が簡単な施設のみ運営する事業者が多くなり、重度の方は利用できる事業所が少なくなる懸念がある。

障がい種別で必要設備は変わって当然であるため、３障がい同一の事業所は効率が悪くなるため、設備にも報酬加算が必要ではないか。

（前村委員）　地域活動支援事業の日中一時支援事業は、自立支援給付の日中活動系事業を補完する機能を担っており、臨時に利用できる利便性から利用者ニーズも高いが、日中活動系事業の施設・設備設置基準が障壁となり、受皿の拡大につながっていない。

（三田委員）　現行の基準は、医療的ケアが必要な方の利用が前提になっていないと思われるので、基準について再検討する必要がある。




（イ）医療的ケアが必要な重症心身障がい児(者)福祉サービス利用状況調査に基づく課題の抽出及び解決策の検討シート
· 日中活動系事業（生活介護、療養介護、重心通園、児童デイ）
●制度・事業運営上の課題について
　　　　④日中活動のサービスメニューはどうあるべきか。
　　　・重心者に対する日中活動サービスは、どのようなものが必要であるか。
　　　・入浴サービスは必須であるか。
	各委員意見

	（荒木委員）　利用児・者間の能力差が大きいことから、利用者全員が一緒に参加するようなアクティビティは難しいのではないか。ＰＴを中核とした個人メニューのリハビリ的な取り組みが中心になるのではないか。入浴サービスは家庭での介護負担を大きく軽減するものと考えられ、出来る限り必須のサービスとして位置付けるべきではないか。

（上田委員）　看護師やリハビリ訓練など身体的な管理メニューが必要です。
当たり前に、２０代３０代４０代と人生を送るための体験メニューが必要です。

施設内だけで完結する活動ではなく、成人として、緩やかでも外出したり芸術や音楽を楽しんだりすることで社会参加の保障をする、社会の中で人との関わりを深める体験が必要です。

両親の高齢化など、自宅入浴が難しいケースが多いので入浴サービスのニーズが高い場合は取り組んでほしいが、入浴はリスクの高い事業でもあり、本来の日中活動に支障が出ないように人員配置の特加が必要です。

（上野委員）　日中活動で入浴サービスは必要である、入浴には、さまざまな健康増進効果があると考えています。そのためにはハード面の補助と人員配置ができる、報酬体制が必要。
発達年齢などに応じた療育的な取り組み。

機能訓練や言語療法などの専門的な療法。
（櫻井委員）　大阪府下の重心通園については、入浴サービス及びリハビリは必須とされており、当園でも実施している。
保護者にも概ね好評を得ている。

（佐々木委員）　現状では乏しい人員体制のため、マンツーマン以上の人員配置が必要となる重心者の外出プログラムがなかなか組めないと聞きます。
人員体制とも課題が重なりますが、外出プログラムも組める日中活動の選択肢の幅の広さが必要であると思います。

入浴サービスについては、利用者・家族の希望によると思いますが、生活介護事業所の人員体制・入浴設備等では、改造を要し対応できない場合も多くあると思います。

（福本委員）　創作的なもの、機能訓練的なもの、レクリェーション的なもの等を複合させたものとなろうが、個別のニーズに柔軟な対応ができる人員、設備基準が必要。

入浴サービスは重度な方、医療的ケアが必要な方が自宅で入浴するのは困難であり、日中活動、生活の場で入浴ができることが望ましい。

一般の社会生活の中で入浴が日中であることは不自然かもしれないが、健康保持のためには身体の清潔の確保が必要であり、自宅での入浴が困難であれば、入浴提供の可能な事業所が増えることが望ましい。

（前村委員）　安心して入浴できるサービスは必要であるし、そのサービス提供に応じた加算等の報酬体系や、設備整備費の補助も必要ではないか？

（三田委員）　現状の入浴サービスは、多くは、家庭においての入浴が困難であることが前提となっているため、住宅改造を含め、居宅支援の充実を図ることが重要と考えるが、現状では必要とする方に対して入浴サービスを実施することは必要。

創作活動やレクリェーション並びにリハビリテーション等の実施。



（イ）医療的ケアが必要な重症心身障がい児(者)福祉サービス利用状況調査に基づく課題の抽出及び解決策の検討シート
· 日中活動系事業（生活介護、療養介護、重心通園、児童デイ）
●制度・事業運営上の課題について
　　⑤報酬体系について
　　　・重心者の障がい程度区分のあり方はどうあるべきか。
　　　・医療的ケアのサービス提供を行った場合の報酬はどうあるべきか。
	各委員意見

	（荒木委員）　重心者の方は障がい程度区分６になることが殆どであると思われるが、同じ区分６であっても重心者とそうでない方では支援内容も違ってくる。状態像や必要とされる支援内容によって、報酬単価に一定の加算を設定することで、真に必要な支援内容が確保されることが必要であろう。医療的ケアに対する加算も、そのなかで考えられるのではないか。

（上田委員）　障がい程度区分ではなく、医療的ケアの必要度に応じてサービスも違ってくるのでそれぞれに必要な介助サービスに応じた幅広い区分認定にするべきです。

医療的ケアを提供する場合には、アセスメントに基づく「実施計画書」の作成を義務づけ、これに基づいてサービス提供した場合には、医療的ケア対応加算を算定する。看護師の配置コスト、医療的ケア実施に必要な体制を整備するためのコストをカバーするような報酬設定が必要です。
医療的ケアのサービス内容に応じた報酬を考えなければ困難ケースを受け入れる所は増えない。

（上野委員）　障害者程度区分はニーズに沿ったものではないと思います。

医療的ケアを特殊な技術ととらえるならば、報酬は上げるべきと考える。

区分6の幅が広すぎる。区分6を細分化するか、全体の報酬を増額した上で重障者でも、最重度以外は区分５などにする。

医療的ケアを明確にした上で、加算又は報酬を設定。

（佐々木委員）　障がい程度区分のあり方については、現在、国において検討されているところですが、医療的ケアを含めた支援が必要であり、評価の高い重心者加算が必要であると考えます。
重度訪問介護サービス費の中に「重度障害者等の場合」１５％の報酬加算があったように、加算を設け対象者に医療的ケアを必要とする対象像も含むことも考えられます。

（櫻井委員）　現行においては、いわゆる動く重心者に対する障害程度区分が低く出
やすい傾向にある。だが実際は、多動で目が離せない、自傷行為、他害
行為、器物損害などの問題行動が見られる等対応困難なケースも多く、区分判定の見通しが必要と考える。
（中尾委員）　障害程度区分は、介護等給付に限定されたものと考えており、療育や就労支援に関しては不十分と考えられています。
現在、施設や在宅での診療報酬体系は包括払いになっています。適切な医療処置を患者に提供するためには、必要な医療に対して出来高払いで算定可能にするべき。
（福本委員）　重心者だけの問題ではなく、障がい程度区分の認定が支給決定や障がい者の自立支援に必要なのかの疑問が残る。

介護保険のように給付額が決定するシステムではないなかで、支給決定までの時間とコストの両面からも充分な効果を得られていないと考える。

区分については概ね重度の障害（手帳上）のかたには高い区分となっており、医療的ケアがあると、高い区分になるようである。

ただ、それほど、日常生活に介護を要さなくても、医療的なケアが必要な場合も想定され、区分が６とならない可能性も排除できないため、区分とは別に医療的ケアの必要性を示し、報酬上も配慮が必要と思われる。

サービス提供ごとの報酬は、提供を誘導することにならないかの懸念はあるが、限定列挙の加算は必要ではないか。ただし、通常の医療的ケアが必要と示された者への加算とするか、一時的な体調の変化への対応にも加算するかの問題は残る。

（前村委員）　障害程度区分の扱いに関しては、制度改革推進会議の検討結果を尊重したい。
（三田委員）　福祉サービスの利用に際しては、障害の程度をはかる区分ではなく、生活上の困難さ或いは必要なサービスに着目した区分の判定等が必要である。また、医療的ケアが必要な方についてはそのことに関しての判定等が必要。そのためには、その判定等において、できる限り詳細な調査に基づき、医療、福祉の専門職や行政職の加わった認定機関が、適切な範囲（地域）に必要ではないか。

医療的ケアが必要な方に対する加算等を行う。



（イ）医療的ケアが必要な重症心身障がい児(者)福祉サービス利用状況調査に基づく課題の抽出及び解決策の検討シート
· 日中活動系事業（生活介護、療養介護、重心通園、児童デイ）
●制度・事業運営上の課題について
　　⑦訪問看護事業所との連携について
　　　・日中活動事業所への訪問看護サービスの訪問は必要か。
	各委員意見

	（荒木委員）　配置基準に看護師を加えることが望ましいのは前述のとおりであるが、現実的な対応として、訪看サービスが提供できる事業者と連携できるのであれば、　そのような仕組みを認めることは、医療的ケアが必要な重心児・者が利用できる日中活動系事業所を増やす手段として有効であると考えられる。

（上田委員）　事業所単体で看護師の配置が困難な場合には、訪問看護サービスを活用することが必須であり、個々のケースを相互に共通理解する為にも訪問看護サービスは必要です。

看護師配置や確保が難しい施設の現状があるので訪問看護サービスは必要です。

往診も同様です。

訪問看護サービスを福祉サービス内あるいは送迎時に積極的に活用できるよう、医療保険の診療報酬としての算定を図ることにより連携しやすくなる。
（上野委員）　必要である。個別に対応するのか、事業所として対応するのか。
事業所の連携は、利用者へのサービス充実化に広げるのではないかと思う。

（佐々木委員）　医療系である訪問看護事業所との連携については、市町村・相談支援事業所・居宅支援事業所・訪問看護事業所等の相談支援・サービス提供事業所等がケア会議を開催し、ケアマネジメントのプロセスに経ながら個別支援計画を作成し、サービス提供体制を構築することが有効であると思います。
訪問看護サービスの派遣先は居宅であり、日中活動事業所への派遣は制度的に困難ではないかと思います。

（中尾委員）　医療的ケアが必要な障がい児（者）に対する訪問看護サービスは、医療安全の観点から必要不可欠である。

（福本委員）　人員の配置基準として、看護職の配置を位置づけられれば必要ないのでは。

看護師の数と利用者とのバランスがとれないとのことで訪問看護が事業所に入ることはおかしいのではないか、また、訪問看護の想定のもと事業所への看護師に配置がおろそかになる可能性もあるのではないか。

（前村委員）　事業所として必要な医療職は確保する。個人単位での訪問看護利用となると、訪問時間の調整など運用上の問題点が考えられる。

（三田委員）　看護師等の配置が適切に行われるならば、研修、指導を継続的に受けることにより各事業所でケアはできると思われるが、それが不十分である場合には、訪問看護サービスの利用は必要。




（イ）医療的ケアが必要な重症心身障がい児(者)福祉サービス利用状況調査に基づく課題の抽出及び解決策の検討シート
· 日中活動系事業（生活介護、療養介護、重心通園、児童デイ）
●制度・事業運営上の課題について
　　⑧通所の支援はどうあるべきか。
　　　・重心者の通所支援はどうあるべきか。
	各委員意見

	（荒木委員）　車椅子・バギーを利用し、かつ鼻注や胃ろうなどを行っている重心児・者の移動については、一定の専門的な知識や技術を持った人が同乗するような対応が必要であろう。しかしそのようなスタッフを確保することは人件費や人材の確保の観点でハードルが高いのではないか。

（上田委員）　重症心身障害児者の送迎はリスクの高い事業内容なので、看護師配置や個別送迎で送迎時間を短くし、送迎中の医療的ケアの実施など安心した体制にするべきで、重症心身障害児者の送迎加算が必要です。

重症心身障害児者の通所に移動支援を組み入れる。

地域のリフト付きタクシー事業を活用するように制度化する。

重症心身障害児者に関しては、体調が不安定なので、日割り計算をしない事によって通所保障となり、事業所側も受け入れしやすくなる。

重症心身障害児者のＢ型通園事業に医療的ケアサービスを充実させたものを特化した体制にして、身近な地域での設置を制度化する。
重症心身障害児者のＢ型通園事業に運動機能等にかかる訓練、指導等を充実させるため常勤専門職員の配置を加配してほしい。
（上野委員）　医療関係者との密な連携のもと提供されるべき。

福祉車両での送迎が出来るように、車両開発と運転者講習や重度者の支援に必要なスキルを身に付ける研修期間が必要。

（佐々木委員）　医療的ケアが必要な重症心身障がい児(者)の通所支援については、付き添いの人員配置が必要です。そのことが報酬または人員配置上評価される必要があると思います。
（中尾委員）　障がい児（者）の医療安全が確保された通所支援ではじめて充実した日中活動が可能になる。

（福本委員）　基本的には重心者の通所加算を行い、事業所において行うべきと考える。

　通所の時間にもよるが、重心者の場合、運転手のみでは対応できず、自動車の改造の必要となることを想定すれば、家族による以外、代替えサービスはないのでは。

徒歩の範囲内においても、移動支援が長期かつ継続的のものへの支給を行っていないのが通常と思われるため、日中活動系の事業所において対応できる体制が望ましい。

（前村委員）　送迎車両、送迎中の医療行為の対応を含め、利用者ニーズに応じた送迎サービスは必要と感じている。

（三田委員）　通所に際して、特に医療的ケアが必要な方はその移動に時間が長くかかることはリスクが大きく、できるだけ短時間で行うことが望ましい。そのため、車両等の個別性のある移動方法によりその時間を短くする。（介護タクシー等の利用助成や個別送迎を行う施設等への助成）

また、その間のケアが途切れることのないようにするためにも、介助者の添乗等を行うことが必要。（ガイドヘルパー等の添乗等）




（イ）医療的ケアが必要な重症心身障がい児(者)福祉サービス利用状況調査に基づく課題の抽出及び解決策の検討シート
· 訪問系事業（生活介護、療養介護、重心通園、児童デイ）
●その他の課題

　 ①事業所間の情報交換体制について

　　　・体制は市町村自立支援協議会に設けるべきか。
	各委員意見

	（荒木委員）　仕組み作りは自立支援協議会が行うのが良いのではないか。具体の情報交換をどのような場で行うかは、それぞれの市町村の現状で検討すればよい。

（上田委員）　困難事例の検討などを情報交換することで地域のレベルアップに繋がり、新たに課題も見えてきたりするので、ぜひ設けるべきです。

自立支援協議会に医療的ケア部会をつくり、地域における相談支援サービスの拡充と技能の向上、専門家の助言、対応システムをつくる。
（上野委員）　市町村自立支援協議会に設けるべき。

（佐々木委員）　すでにいくつかの市町村では、地域自立支援協議会の中に医療的ケアが必要な方への支援方策を検討する部会等をつくり、ケアマネジメントの方法により、市町村・事業所が一体となって支援計画を作成し、サービス提供を行なっています。
今後、福祉行政全般に市町村の役割が増して行くことが想定される中では、事業所間の情報交換体制について、地域自立支援協議会に情報交換体制を設けるのが効果的と考えますが、先行的に実践されている市町村から課題を学ぶことができると考えます。

（福本委員）　自立支援協議会でも可能と考えるが、協議会の規模による。

　　　　　　　利用者個人の情報共有は、利用者の同意をもとに、個別のケース会議等により行うべき。

障害福祉全般や、一般的な問題点など情報交換は事業者間や、介護従事者間において研修等を通じて行うべきではないか。

（三田委員）　情報交換を含めてケアマネージメント及びコーディネイトを行う役割

を担う機関が必要。その機関として自立支援協議会を含めて、一定のエリアにおいて、公的な役割として実施できるものにする。




（イ）医療的ケアが必要な重症心身障がい児(者)福祉サービス利用状況調査に基づく課題の抽出及び解決策の検討シート
· 訪問系事業（生活介護、療養介護、重心通園、児童デイ）
●その他の課題
③保護者の方が求める水準どおりにサービスが提供できないことについて
・事業者が利用者の苦情等の相談ができる機関は必要か。
	各委員意見

	（荒木委員）　事業者の支援内容と利用者のニーズが一致しない状況が原因・背景であれば、相談支援事業者等がその役割を持つのが良いのではないか。

また公平性や中立性を担保するのであれば、市町村の障がい担当課等が窓口になるべきではないか。

（上田委員）　小さな事業所には相談機関が必要です。

医療的ケアに関しての苦情等を相談する医療機関が必要です。

苦情が制度内であるならば、行政に相談をもちかける為、個別の困難ケースをキチンと取り上げてくれる行政担当課が絶対必要だと思います。

（上野委員）　相談機関は必要である。
　　　　　　　苦情などについて、一事業所で解決できることもあるかと思いますが、地域の問題として取り上げていくことも重要と考える。
（佐々木委員）　医療的ケアが必要な重症心身障がい児(者)に対する地域での基盤整備ができておらず、福祉サービス事業所が少ないがゆえに選択肢がなく、頑張ってサービスを提供している事業所に、かえって苦情が寄せられることはあると思います。
利用者と事業所のサービス利用契約は、民間の契約なので、法的な機関や弁護士、運営適正化委員会、援護の実施機関である市町村等も相談できる機関として考えることはできると思いますが、基盤整備ができておらずサービス提供体制が不充分なことが本質的な原因であれば、なかなか解決はむずかしいと思います。

関係する機関のケア会議の中で苦情等の解決方策を検討するのもひとつの方法であると思います。（課題の共有化）

（中尾委員）　苦情対応に対する第三者評価委員会の設置は事業者に課されている義務であり、事業者が、自己責任で苦情に対応すべきである。

（福本委員）　サービスを提供するうえで技術的な不安や壁に対して、研修体制は必要。（誰が主催するのかは差置いて）

　　　　　　また、苦情の内容にもよるが、サービスや制度を曲解してのものも多いようであり、何らかの相談窓口は必要。

（前村委員）　個々の利用者が求めるサービス水準には大きな格差があり、当然、その要求水準に達しない事業者もいる。結果的には、需要と供給のバランスの中で落とし所を見つける以外にないと思料する。

事業者の苦情相談を受ける機関があれば、事業者にとっては便利であろうが、例えば業界団体のようなところが、そのような機能を担うことができるのか？

（三田委員）　現在ある運営適正化委員会をベースに、福祉圏域単位で設けてはどうか。




（イ）医療的ケアが必要な重症心身障がい児(者)福祉サービス利用状況調査に基づく課題の抽出及び解決策の検討シート
· 短期入所
●制度・運営上の課題
1 報酬体系について
・福祉型事業所では医療連携体制加算が設けられているが、この単価での受け入れは可能か。また、そもそも医療連携体制加算での受け入れは可能であるか。
・医療型短期入所Ⅰ（児童は重心の方、者は区分６、気管切開で人工呼吸器による呼吸管理が必要な者等）の報酬単価26,000円で受け入れが可能か。
・医療型短期入所Ⅲ（遷延性意識障がい者等および上記に該当しない重心者）の報酬単価14,000円で受け入れが可能か。
	各委員意見

	（荒木委員）　医療型については、一般の医療報酬見合いのなかで採算ベースがクリアされていれば受け入れ可能であろうが、福祉型については医療連携体制加算を入れても採算的には厳しいのではないか。

（上田委員）　医療的ケアのある重症心身障害児者を２４時間受け入れるには、医療機関と看護師を含めた体制が必要である為に現状の報酬単価では難しい。

福祉型事業所では充分な人手がなく、万一の場合は対応できないので、医療的ケアの必要な人の受け入れが不可能です。

福祉型事業所の短期入所に専属の看護師や職員配置が可能な報酬単価にしてほしい。

医療型Ⅰ・Ⅱでも、現行の報酬単価では受け入れが厳しい。

医療的ケアを実施可能な人員を配置することは難しいので、報酬の一定割合については、月額の固定費として、それ以外の部分を利用者に応じた日額報酬としてほしい。
（上野委員）　事業所の受け入れ体制にもよると思うが加算よりは医療機関との連携　　　にしているかが問題。
医療行為が必要で、看護師の配置を考えるならば安らぎます。

医療行為にも軽い人から色々ですが、タン吸引・胃ろう位ならば、報酬アップで受け入れは可能だと思うが、重いケアが必要な人は医療施設で受け入れるべきだと思う。

（櫻井委員）　医療型短期入所Ⅱ（報酬単価24,000円）及び医療型短期入所Ⅲでの受け入れについて。この報酬単価での受け入れには十分なのはもちろんであるが、医療型の判定基準について異議あり。

実際にあるケースだが、区分６、気切（痰吸引頻回）、腸ろう、人工肛門、糖尿病、睡眠時無呼吸症候群の患者さんについて。

医療型の判定基準に合わせないため、福祉型短期入所Ⅰで受け入れざるをえず、報酬単価はさらに低額になっている。

（佐々木委員）　利用実態を把握していないので回答が難しいのですが、福祉による報酬単価と医療による報酬単価に大きな開きがあり事業化が進んでいないとも聞きます。
（中尾委員）　コメントできず。

（福本委員）　非常に荒い算定となるが、看護師の午前9時から午後9時において1,500
円×12時間で18,000円　その後を2,000円×12時間で24,000円　合計42,000円/日

障害の程度の異なる５人を１人で介護できるとの仮定において（報酬算
定が改正されたと仮定）26,000円１人、14,000円2人、7,000円2人で68,000円の収入となる。

　　　　　　 人件費のみではなく、食事の提供や高熱水費、さらには、入所の調整等の人員を勘案すれば、初期投資の回収も不可能では？

病院における看護師配置の最高基準が７対１であることから、26,000円
が５～７人の報酬ならば、運営上可能かもしれないが、看護師１名での介護が可能なのか疑問

効率よく、費用対効果の期待できる利用者の取り込み等の弊害がでるこ
とのない報酬単価の設定が必要。

　　　　　   また、現状では、入所施設に３～５床の短期入所が併設のパターンが多
いが、そのに重心者用の増設するにせよ、現状で対応するにせよ、一定の
利用見込むがないと運営できないと考える。

短期入所専用の事業所も必要か？

　　　　　　 本来の病院や入所の本体利益を回す形での運営は好ましくない。

利用調整と事業所の適正配置が必要

（三田委員）　医療的ケアが必要な方にとって、設備及び体制面（医師、看護師等の配置等）においても不十分な福祉型事業所においては難しいのではないか。

医療機関においても、現行の単価では難しいのではないか。（入院等における単価等との整合性を考える必要）


（イ）医療的ケアが必要な重症心身障がい児(者)福祉サービス利用状況調査に基づく課題の抽出及び解決策の検討シート
· 短期入所
●制度・運営上の課題
2 医療型特定短期入所（宿泊を伴わない日帰り利用）事業所がないことについて
・設備、人員配置基準はどうあるべきか。
・事業形態の必要性は。
	各委員意見

	（荒木委員）　宿泊の有無で設備基準が違ってくることはあるのか。人員配置であれば、24時間確保するのと、日中の６～8時間程度の確保では自ずと人員の確保の困難さは変わってくるであろう。利用者の実態に応じて、弾力的な人員配置基準を考えてもよいのではないか。

（上田委員）　在宅生活をするには、宿泊を伴わない日帰り利用は必要です。

医師、看護師、医療設備の整った環境・設備が必要です。

人員配置は療養介護と同様に必要です。

府下全域の偏りがないように、各地域ごとに拠点となる医療機関を指定し病院に併設するように制度化する。

空床の時にも一定の保障をすることで事業所が増えると思う。

短期入所事業所単体での受け入れは、人員確保に問題が多く、安全性に欠けてしまうので、病院などの体制が整った施設での受け入れが必要です。
事業所が少ないことで、家庭での抱え込みが多くなり、本人が外に出る機会が少なくなってしまい、家族の負担も大きくなってきている。レスパイトとしていつでも「預けられる場所がある」というだけでも安心感につながるが、その場所がないことで、家族が倒れた時に初めて「家ではない場所で生活をする」となると、本人、家族共に高いストレスにさらされるので、いつでも安心して利用できる事業所が地域に必要です。
（上野委員）　検討の余地あり。

　　　　　　　もっと利用できるようにすべき。
（佐々木委員）　まず医療機関において、医療型特定短期入所が実施されないことへの分析と対応方策の検討が必要であると思いますが、原因として、福祉による報酬単価と医療による報酬単価に大きな開きがあり事業化が進んでいないとも聞きます。
「医療機関における短期入所の実施促進策について」は、市町村の地域自立支援協議会の中に地元医師会や市民病院等関係者を交えた医療的ケアが必要な方への短期入所を検討する部会等をつくり、ご検討いただくことはできないでしょうか。

（中尾委員）　管理者として医師を必置し、医療的ケアを十分に提供できる看護師配置が必要。ノーマライゼーションを目指すのであれば、リハビリテーションやリラクゼーションを組み込んだ人員配置が必要。

（福本委員）　従来の短期入所であれば、８時間以上、本体報酬×0.75の報酬算定があった。

日中活動系の事業所には午後５時までに終了するところが多いとおもわれ、隙間をうめる形のサービスが地域生活支援事業となっていることにも問題がある。

　　　　　　　利用者のニーズと泊を伴う利用者のとの調整がうまくいくのであれば、医療型のみではなくすべての短期入所に日帰り利用を再開するべきと考える。

（三田委員）　日常の様子を把握できている日中活動の場においても対応の難しい方の受入を行う短期入所事業にとっては、より手厚い体制で臨む必要がある。




（イ）医療的ケアが必要な重症心身障がい児(者)福祉サービス利用状況調査に基づく課題の抽出及び解決策の検討シート
· 短期入所
●制度・運営上の課題
1 利用者への空床情報の提供について
・空床情報を提供するシステム構築の必要性は。
	各委員意見

	（荒木委員）　システムがあっても、それに参加する施設が常に最新情報を入力する体制が必要である。すべての関係施設が足並みをそろえて参加し、かつ、常に最新情報を提供する体制の確保が先ではないか。

（上田委員）　インターネットでわかるように府庁で管理してほしい。

空床状況がわかっても遠方だと利用しにくいので、病院との併設で事業所との空床情報を提供してほしい。

（上野委員）　システムの構築は必要であるが、誰もが容易に検索できるシステムが必要。

（櫻井委員）　空床ベッドの有効活用のためには、システム構築は有効と考える。
リアルタイムに情報提供するにはネットからの提供になろうが、情報更新作業の繁雑さ、感染症発生時への対応など課題も多々考えられる。

また、実際に支援を必要とする家族が高齢などの理由でそのシステムに乗っかることが困難なことも考えられる。

（佐々木委員）　医療的ケアが必要な重症心身障がい児(者)が利用できる短期入所事業所そのものが少ないため、まずは対応できる事業所の情報提供が必要だと思います。
（中尾委員）　システム構築は必要と考える。医療における空床情報は、急性期医療においては整備されているが、慢性期や維持期における空床情報は管理されていない。急性期医療以外の慢性期や維持期の障害児（者）を対象とした医療機関の空床管理や施設での短期入所の空床状況まで管理することが望ましいが、市町村には大きな負担をかけることになりかねない。
（福本委員）　システム構築が可能であれば、構築すべき。

運営的に厳しい状況が想像され、健全な運営を可能とするためには、一定の利用者を確保する必要のあり、利用者にも利用可能な事業所の情報が常にあることで安心できる。

（前村委員）　緊急利用も含め、利用者への空床情報の提供は必要。

ＷＥＢ版の旅館情報・予約サイトの情報提供や宿泊予約のようなシステムがあれば、利用者にとっての利便性が高まるのではないか。
（三田委員）　実施事業所及び医療的ケアが可能な事業所を整備した上で、空床情報を提供する。事業所の有効利用の意味でも重要。




（イ）医療的ケアが必要な重症心身障がい児(者)福祉サービス利用状況調査に基づく課題の抽出及び解決策の検討シート
· 短期入所
●その他の課題
1 事業所の地域偏在ついて
・身近な地域での短期入所事業所の確保策はどう進めるか。
	各委員意見

	（荒木委員）　医療機関に併置することはできないのか。医療法上の問題がクリアできるのあれば、既存の医療機関に併置することで、身近な地域に確保することができるのではないか。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（上田委員）　府下に偏りをなくすために、各地域ごとに拠点となる医療機関を指定し病院と併設するように制度化する。

在宅医療システムとして医療的ケアを提供する部門を新たに設け、各事業所でのショートを可能にする制度をつくる。

事業所の地域偏在の原因は、重症児施設の偏在に起因するので、この問題解決が先決です。

地域での事業所としては、医療機関が考えられるが空床型では利用できない。

【利用できない理由】

安心して利用できる所が遠い

病院内での感染が不安なので抵抗力の弱い重症児者は利用しにくい。

日中活動がない。

【事業所が増えない理由】

重心を理解する医療機関が少ない。

報酬単価が安い。

親の要求（病室と別にしてほしい・日中活動がほしい）などを満たしていない。

（上野委員）　通所施設に併設や住宅改修した場合も建設補助が必要。

　　　　　　　単独型事業所が安定した経営が出来るだけの報酬が必要。
　　　　　　　スタッフの安定確保が必要

医療報酬上も評価することと、自己負担の仕組みを障害福祉サービス
と同様にすべきだと思う。
（櫻井委員）　要医療的ケアの重心者の場合は、地域の医療関内に短期入所用のスペースを設けることが最も有効かと考える。
(佐々木委員)　大阪府または市町村には障害福祉計画があり、計画に基づいて地域に
おける基盤整備が進められているところです。
短期入所事業についても、必要見込量を実行目標として設定し、事業所の拡大が図られていますが、医療的ケアに対応できる事業所はきわめて少ないのが現状です。

少ない理由は、この検討会で明らかになった看護師確保や人員配置の課題、報酬単価、医療機関の協力など複合的な原因があり全国的な課題です。

平成22年12月に成立した「障害者自立支援法等の一部を改正する法律案」においても、障害福祉計画の作成にあたっては、自立支援協議会の意見を聴くように努めなければならないと位置づけられています。

地域自立支援協議会の部会の中で医療的ケアに対応できる事業所の確保策を検討していただくことはできないでしょうか。

（中尾委員）　NICUを退院し在宅で療養される障がい児に対する両親のレスパイト機能を確保するためには、短期入所は必要不可欠なサービスと考えられる。看護師をはじめとする医療職の充実を図るため、助成などを積極的に行う。
（福本委員）　通園療育施設において圏域で助成を行い施設確保を行った経緯があり、圏域での独自助成が必要となるかもしれない。

　　　　　　　本来的には、他の事業所との差をつけるべきではないと思うが。

（前村委員）　短期入所事業については、その稼働率の低さから、採算性の確保に課題があると感じている。

具体的な対策については、まだまだ議論の余地があると思う。例えば、空白地帯の中から、特定の地域にケアホームを集中開設するというドミナント戦略や、法人合併を促進して事業者の財務体質の強化を図ることなど、様々な視点から議論を進めてはどうか？

（三田委員）　医療機関が役割を担えるような報酬単価の設定を行う。




（イ）医療的ケアが必要な重症心身障がい児(者)福祉サービス利用状況調査に基づく課題の抽出及び解決策の検討シート
· 短期入所
●その他の課題
③保護者の方が求める水準どおりにサービスが提供できないことについて
・事業者が利用者の苦情等の相談ができる機関は必要か。　
	各委員意見　

	（荒木委員）　事業者の支援内容と利用者のニーズが一致しない状況が原因・背景で
あれば、相談支援事業者等がその役割を持つのが良いのではないか。

また公平性や中立性を担保するのであれば、市町村の障がい担当課等
が窓口になるべきではないか。

（上田委員）　必要です。

医療的ケアの必要な重症心身障害児者を受け入れるところが少ない現状なので、府下全域の苦情等の相談機関として大阪府が管理してほしい。

（上野委員）　必要。公的機関が担うべき。

（佐々木委員）　医療的ケアが必要な重症心身障がい児(者)に対する地域での基盤整備ができておらず、福祉サービス事業所が少ないがゆえに選択肢がなく、頑張ってサービスを提供している事業所に、かえって苦情が寄せられることはあると思います。
利用者と事業所のサービス利用契約は、民間の契約なので、法的な機関や弁護士、運営適正化委員会、援護の実施機関である市町村等も相談できる機関として考えることはできると思いますが、基盤整備ができておらずサービス提供体制が不充分なことが本質的な原因であれば、なかなか解決はむずかしいと思います。

関係する機関のケア会議の中で苦情等の解決方策を検討するのもひとつの方法であると思います。（課題の共有化）
（櫻井委員）　事業者の提供可能なサービス料に対して、利用者側の要望が大きくなるのは当然だが、それが故に発生した苦情は対応しきれない。

全事業所が相談可能な機関（場合によって顧問弁護士を置く）を市町村に設置することが必要と考える。
（中尾委員）　苦情対応に対する第三者評価委員会の設置は、事業者に課されている義務である。事業者が、自己責任で苦情に対応すべきである。

（福本委員）　サービスを提供するうえで技術的な不安や壁に対して、研修体制は必要。（誰が主催するのかは差置いて）

　　　　　　また、苦情の内容にもよるが、サービスや制度を曲解してのものも多いようであり、何らかの相談窓口は必要。

（前村委員）　個々の利用者が求めるサービス水準には大きな格差があり、当然、その要求水準に達しない事業者もいる。結果的には、需要と供給のバランスの中で落とし所を見つける以外にないと思料する。

事業者の苦情相談を受ける機関があれば、事業者にとっては便利であろうが、例えば業界団体のようなところが、そのような機能を担うことができるのか？

（三田委員）　現在ある運営適正化委員会をベースに、福祉圏域単位で設けてはどうか。
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